
社外取締役の独立性に関する基準 

 

当社の社外取締役が独立性を有していると判断されるためには、当該社外取締役が以下のいずれの基準にも

該当しないことを条件としています。 

 

１．当社および子会社（以下「当社グループ」という。）を主要な取引先とする者（注１）、またはその業務執

行取締役、執行役その他これらに準じる者または支配人その他の使用人（以下「業務執行者」という。）

である者 

２．当社グループの主要な取引先である者（注２）、またはその業務執行者 

３．当社グループから役員報酬以外に、一定額（注３）を超える金銭その他の財産上の利益を受けている弁護

士、公認会計士、税理士またはコンサルタント等の専門家 

４．当社グループの会計監査人である監査法人に所属し、監査業務を実際に担当する者 

５．当社の主要株主（議決権の１０％以上を保有する者をいい、間接保有を含む。）、またはその業務執行者 

６．当社グループが主要株主である会社の業務執行者 

７．当社グループの業務執行取締役、常勤の監査等委員である取締役、常勤監査役が他の会社の社外取締役ま

たは社外監査役を兼任している場合において、当該他の会社の業務執行者 

８．阪急阪神東宝グループ（当社グループを含む。）の業務執行者 

９．当社グループから一定額（注４）を超える寄付を受けている者、または法人、組合等の団体の場合、その

業務執行者 

10．上記１から９に関して過去５年間（ただし、上記８に関して当社グループの業務執行者については、過去

１０年間）において、該当していた者 

11．その配偶者または二親等以内の親族が、上記１から 10 のいずれか（上記３および４を除き、重要な者（注

５）に限る。）に該当する者 

12．その他、当社と利益相反関係が生じ得る特段の事由が存在すると認められる者 

 

注１：「当社グループを主要な取引先とする者」とは、当社グループに対して製品またはサービスを提供している取引先であっ

て、直近事業年度における当社グループへの取引先の取引額が１億円または当該取引先の年間連結売上高の２％のいずれ

か高い方の額を超える者をいう。 

注２：「当社グループの主要な取引先である者」とは、①当社グループが製品またはサービスを提供している取引先であって、

直近事業年度における当社グループの取引先への取引額が当社の年間連結売上高の２％を超える者、および②当社グルー

プが負債を負っている取引先であって、直近事業年度末における当社の連結総資産の２％以上の額を当社グループに融資

している者をいう。 

注３：「一定額」とは、①当該専門家が個人として当社グループに役務提供している場合は、直近事業年度における当社グルー

プから収受している対価（役員報酬を除く）について、年間１,０００万円、②当該専門家が所属している法人、組合等の

団体が当社グループに役務提供している場合は、直近事業年度における当該団体が当社グループから収受している対価の

合計金額について、当該団体の年間総収入金額の２％をいう。 

注４：「一定額」とは、直近事業年度において、年間１,０００万円をいう。 

注５：「重要な者」とは、取締役、執行役、執行役員および部長以上の業務執行者またはそれらに準じる権限を有する業務執行

者をいう。 


